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 令和４年度各会計の決算をご審議いただくにあたり、各会計歳入歳出決算書並びに決

算説明書、決算審査意見書等を提出したところでありますが、審査に先立ちまして、各

会計決算の大綱をご説明申し上げます。 

 

令和４年度の当初予算は、 

   一 般 会 計     ２１２億１，９００万円 

   特 別 会 計      ９６億２，６０７万円 

   下水道事業会計支出    ２４億   ９１万円 

   病院事業会計支出     ７９億  ７５９万円 

合わせて、４１１億５，３５７万円を計上したところでありますが、その後計上した

補正予算と令和３年度からの繰越事業費繰越額を加えた最終予算額は、 

一 般 会 計     ２４２億１，３３０万円 

   特 別 会 計     １００億６，１１７万円 

   下水道事業会計支出    ２４億５，２７１万円 

   病院事業会計支出     ８０億９，４０５万円 

合わせて、４４８億２，１２３万円となったところであります。 

 

令和４年度は、持続可能な財政基盤を築くために策定された「滝川市第２期財政健全

化計画」を推進する３年目であり、将来都市像を実現するための事業の実施のほか、事

務・事業の効率化を図り、市民の皆様とともに取り組んできました。 

 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、市税の収入率向上やふるさと納

税の積極的な推進により、財源の確保に努めました。 

 



 

- 2 - 

歳出においては、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金をはじめとする

国の補助金等を活用し、物価やエネルギー価格高騰の影響を特に受けている子育て世帯

や非課税世帯に対する支援金給付事業、地域における消費喚起及び地域経済の下支え等

を目的としたプレミアム商品券発行事業など、様々な施策を実施し、市民生活と地域経

済の支援を行ったほか、新型コロナウイルス感染症の発症及び重症化を予防するため、

引き続き新型コロナウイルスワクチン接種事業にも取り組んだところです。 

 

 以下、会計ごとに主な内容について申し上げます。 

 

一般会計におきましては、歳入２４０億９，１６８万円に対し、歳出２２９億    

２，３２１万円で、差引１１億６，８４７万円の剰余を生じました。 

 

歳入につきましては、収入済額と予算現額を比較しますと、１億２，１６２万円の減

となっており、その主な内容は、 

繰越金            ２億  ７１３万円 

地方消費税交付金       １億  ８１８万円 

市税               ９，４４１万円 

地方交付税            ３，４５３万円 

法人事業税交付金         １，４７６万円 の増となり、 

 

  国庫支出金          ４億２，３３４万円 

市債               ５，１５０万円 

諸収入              ３，７８５万円 

繰入金              ３，３５４万円 
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使用料及び手数料         ２，０８１万円 

寄附金              １，１９０万円 の減となったこと 

などによりますが、 

 

令和５年度に歳入されるべき繰越明許費に係る歳入予算額が、国庫支出金で    

５，６９５万円、地方債１，５６０万円、事故繰越しに係る歳入予算額が地方債で    

１，３１０万円、計８，５６５万円計上されておりますことから、歳入は実質的に   

３，５９７万円の減となったところです。 

 

 一方、歳出におきましても、予算現額と支出済額を比較しますと、１２億９，０１０

万円の減となっておりますが、道営土地改良事業負担金など繰越明許費として令和５年

度に繰越して歳出することを決定した予算額が７，２５８万円、滝川西高等学校体育館

改修工事など事故繰越しを行った予算額が１，９００万円計上されておりますことから、

実質的には１１億９，８５２万円の減となりました。 

 

歳入のうち、市税、使用料及び手数料、財産収入などの自主財源は全体の３７．３％、

地方交付税、国・道支出金、市債などの依存財源は６２．７％となっております。 

 

自主財源の内訳といたしましては、 

市税            ４３億７，０１８万円 

寄附金           １７億５，６０５万円 

諸収入           １１億９，１４６万円 

繰越金           １０億   ２３万円 

使用料及び手数料       ４億  ６９２万円 
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分担金及び負担金       １億３，５９１万円 

繰入金              ７，９６２万円 

財産収入             ３，７８５万円 

となり、 

 

依存財源の内訳は、 

地方交付税         ７４億  ６９８万円 

国・道支出金        ５６億６，０２７万円 

地方消費税交付金      １０億５，０６７万円 

市債             ６億５，５４２万円 

その他            ３億４，０１２万円 となっております。 

 

一方、歳出につきまして、性質別にみますと、 

  補助費等          ４８億１，２９０万円 

  扶助費           ４５億   ２２万円 

人件費           ３２億９，１１８万円 

物件費           ２６億７，６５６万円 

繰出金           １９億７，９１５万円 

公債費           １５億６，１４１万円 

積立金           １１億９，６２４万円 

貸付金            ８億７，６６５万円 

建設事業費          ８億６，２３１万円 

維持補修費          ８億５，２７４万円 

出資金            ３億１，３８５万円 となっております。 
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 つぎに特別会計につきましては、特別会計全体として、歳入９９億４，９１８万円に

対し、歳出９３億６６９万円で、差引６億４，２４９万円の剰余を生じました。 

 

国民健康保険特別会計では、歳入決算額４５億６，６４５万円、歳出決算額４５億  

６，６４５万円で歳入歳出同額となっており剰余金は発生しておりません。 

 

 歳入についてみますと、 

   道支出金          ３５億  ７３２万円 

国民健康保険税        ６億   ９８万円 

繰入金            ４億  １２２万円 

諸収入などその他         ５，６９３万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

保険給付費         ３３億７，０３１万円 

国民健康保険事業費納付金  １０億２，９１２万円 

総務費              ６，６４５万円 

保健事業費            ４，８８１万円 

諸支出金などその他        ５，１７６万円 となりました。 

 

 公営住宅事業特別会計では、歳入決算額６億１，３８１万円、歳出決算額５億８８１

万円で差引１億５００万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

使用料及び手数料       ３億  ２０６万円 
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   繰入金            １億２，４８４万円 

繰越金            １億１，２３０万円 

市債               ４，８６０万円 

財産収入             ２，４３７万円 

諸収入                １６４万円 となったところです。 

 

 一方、歳出についてみますと、 

住宅事業費          ２億３，３１７万円 

公債費            ２億１，４０１万円 

諸支出金             ６，１６３万円 となりました。 

 

 介護保険特別会計では、まず保険事業勘定で、歳入決算額３９億８，０２２万円、歳

出決算額３４億８，５９６万円で差引４億９，４２６万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

国庫支出金           ９億２，６２０万円 

支払基金交付金         ８億７，７５２万円 

介護保険料           ７億３，９１４万円 

繰入金             ５億９，４８７万円 

道支出金            ５億  ３８４万円 

その他財産収入、繰越金、諸収入 ３億３，８６５万円 となったところです。 

 

 一方、歳出についてみますと、 

保険給付費          ２９億６，０５０万円 
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地域支援事業費         ３億  ５９２万円 

総務費             １億  ６９４万円 

その他保健福祉事業費、基金積立金、 

公債費、諸支出金        １億１，２６０万円 となりました。 

 

 また、介護サービス事業勘定では、歳入決算額１億３７３万円、歳出決算額     

６，１２９万円で、差引４，２４４万円の剰余を生じました。 

 

歳入についてみますと、 

サービス収入            ６，５８９万円 

繰越金               ３，７８１万円 

諸収入                   ３万円 となったところです。 

 

一方、歳出についてみますと、 

サービス事業費           ６，１２９万円 となりました。 

 

後期高齢者医療特別会計では歳入決算額６億８，４９６万円、歳出決算額６億   

８，４１８万円で差引７８万円の剰余を生じました。 

 

 歳入についてみますと、 

後期高齢者医療保険料      ４億７，１１４万円 

繰入金             ２億１，１７９万円 

繰越金                 １０４万円 

広域連合支出金などその他         ９９万円 となったところです。 
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一方、歳出についてみますと、 

後期高齢者医療広域連合納付金  ６億６，３６１万円 

保健事業費             １，０３１万円 

総務費などその他          １，０２６万円 となりました。 

  

つぎに企業会計について申し上げます。 

 

 下水道事業会計の収益的収支では、事業収益１２億５，７５８万円に対し、事業費用

１１億９，６４１万円で、６，１１７万円の純利益となりました。 

また、資本的収支では、収入５億３，６９４万円に対し、支出９億９，６１５万円で、

差引不足額４億５，９２１万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額、過年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補てんしました。 

 

病院事業会計の収益的収支では、事業収益８２億１，５６２万円に対し、事業費用は

７１億２，３０４万円となり、１０億９，２５８万円の純利益となりました。 

また、資本的収支では、収入２億８，６３２万円に対し、支出７億１，１５２万円で、

差引不足額４億２，５２０万円となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額、当年度分損益勘定留保資金で補てんしました。 

 

以上、各会計の決算の内容についてご説明申し上げました。 

 

 令和４年度決算に基づく健全化判断比率については、今議会において、報告第１号、

報告第２号として健全化判断比率及び資金不足比率の報告を行ったところであります

が、いずれの指標についても健全段階であります。 
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令和４年度は、ふるさと納税の推進や事務・事業の効率化等により１１億円以上の基

金積立を行うことが出来ましたが、老朽化した公共施設の再編など解決すべき課題が山

積しているため、今後も一層財政の健全化を進め、その状況について透明性をもってお

知らせしていきたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

 

令和４年度各会計の決算の詳細につきましては、事前配布させていただきました、款

別説明概要にてお示ししておりますので、よろしくご審議をいただき、ご認定いただき

ますようお願い申し上げます。 


